
　また、コロナ禍で財政が厳しい中、非常勤
特別職のうち監査委員報酬だけを増額する理
由は。
答　地方自治法の改正により監査委員の充実
強化のための見直しが行われ、２年に施行さ
れたが、法施行以降、初めて任期満了を迎え
た今回のタイミングで改正するものである。
　また、限られた財源の中では、事務の適正
化や適法性を確保していく必要があり、その
チェック機能を果たす監査は、重要な役割を
担っている。行財政改革を推進する中でこ
そ、報酬を増額し、監査の重点化や質の強化
を図っていく必要があると考える。

　同一業務同一賃金の原則だが、専門性から
議員選出との差は当然である。改定するなら
同時である方が自然であると考えられるの
で、本案には賛成である。

　市長、副市長、教育長が自らの給与を減額
して行財政改革を進める中、監査委員の報酬
のみ引き上げることには極めて違和感があ
る。農業委員等の他の非常勤特別職について
は報酬改定につき担当課への照会すらない。
市長提出の原案のままでは到底賛同できな
い。

　印鑑登録証明書の交付申請において、マイ
ナンバーカードを使用することにより、オン
ライン上で手続を完結できるシステムを導入
することから、本条例の一部を改正するもの
である。

　新白岡駅東口自転車駐車場を閉鎖するた
め、本条例の一部を改正するものである。
問　条例改正前に地元行政区長に対して説明
は行われたのか。また、地元行政区長はどの
ような意見をお持ちであったか伺う。
答　１月30日に開催した市民説明会に先立
ち、昨年11月に新白岡駅東側に行政区のあ
る上野田１区、高岩１区、高岩１駒形区、高
岩２区、新白岡１丁目区、２丁目区、３丁目
区、新白岡グランガーデン区の各行政区長に
説明を行った。
　各行政区長には、新白岡駅東口自転車駐車
場の閉鎖に対する理解をいただき、特に反対
の意見はなかった。また、閉鎖後の跡地利用
について、一部の行政区長から地域住民が集
まれる施設を希望するとの意見をいただい
た。
問　市民説明会で参加者から要望があった屋
根の設置等について、どのような対応をして
いくのか。
答　新白岡駅東口周辺には、３箇所の民間駐
輪場があるが、市民説明会で意見のあった原
付バイクの月極と屋根の設置について要望し
たところ、そのうち２箇所から原付バイク月
極について前向きな話をいただいており、屋
根については１箇所から検討するとの回答を
いただいている。市民からの意見を尊重しな
がら、できることを進めていきたい。
問　閉鎖後の施設の利用予定はどうなってい
るのか。
答　安心安全課では検討していない。閉鎖後
は、施設に人が入らないように対応を行い、
その後の跡地利用については今後検討してい
く。

　土地開発基金の一部を取り崩し、一般会計
へ繰り入れることを可能とするため、本条例
の一部を改正するものである。

問　土地開発基金の役割は都市施設整備のた
めの土地の先行取得であるから、土地開発基
金の取崩しは都市施設整備の遅れを意味す
る。
　補正予算案ではむしろ１億円の積増しを
行っており、取崩しが必要な状況は近い将来
には考えられないため、今回の改正は不要で
はないか。財政調整基金への積替えのような
濫用行為はないと約束するか。
答　都市計画事業等が進展し、一般会計での
買戻しが進んでくると、土地開発基金が保有
する現金に余裕が出てくる。その際、事業用
地の取得に対して適正な規模を残した上で、
基金が保有する現金の有効活用を図りたい。
　そのため、ここ数年の間に取崩しが必要と
いうことではないが、現在、取崩しの規定の
ない土地開発基金条例に、新たに取崩しを可
能とする規定を設ける。
　取崩しを行うに当たっては、議会の議決が
必要で、安易に基金の額を変更できるもので
はない。制度を濫用することなく基金の設置
目的に従い、法令の規定に照らし、慎重かつ
適正な運用管理に努める。

　市議会の会議録は、会議録検索システムで
広く一般に公開され、いつでも閲覧可能な状
態にあることから、紙媒体の会議録の作成・
配布を必要最小限にするものである。議会の
デジタル化・ペーパーレス化の推進を図るも
のである。

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律
に基づき、市教育支援センターの設置等に関
し、必要事項を定める条例である。
問　私立学校に通学している児童生徒で不登
校になっている方についても支援の対象とな
るのか。
答　これまでは市内小・中学校に通学する児
童生徒を対象にしていたのを改め、今後は市
内在住の児童生徒を対象にしていく。

　原案は、知識経験監査委員の報酬が年額
19万800円を月額４万６千円（年額に換算す
ると55万２千円）に、議会選出監査委員の
報酬が年額13万3400円を月額３万1600円
（年額に換算すると37万9200円）に改正す
るのを４年４月１日から施行するというもの
である。
　修正案の可決により、議会選出監査委員に
ついては、５年５月１日から施行される。　

　議会選出監査委員の報酬の改正の施行期日
について見直しをする必要があることに伴い、
改正条例案の修正の必要を認めるため。
問　監査委員の報酬の改正は、任期の途中で
はなく、それぞれの任期満了時とすべきで
は。

原案反対、修正案に賛成の討論原案反対、修正案に賛成の討論

原案賛成、修正案に反対の討論原案賛成、修正案に反対の討論

教育支援センター条例可
決

議案
第5号

印鑑条例の一部改正可
決

議案
第10号

特別職の職員で非常勤の
ものの報酬及び費用弁償
に関する条例の一部改正

修
正
可
決

議案
第6号
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問

答

問

答

問

答

問

答

問

答
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自転車駐車場条例の
一部改正

可
決

議案
第8号

土地開発基金条例の
一部改正

可
決

議案
第9号

市議会会議規則の
一部改正

可
決

議提案
第1号

議 員 提 出 議 案つき ぎめ

修正案の提案理由修正案の提案理由
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